
 
空き家の解体やリフォームに使える補助制度等のご案内 

～空き家の解体やリフォーム、建替えをお考えのみなさんへ～ 

 

１ 空き家利活用改修補助（空家利活用改修補助事業） 

 大阪市全域において、空き家利活用に向けたインスペクションや、省エネ化・バリアフリー

化など住宅の性能向上のための改修工事等の費用の一部を補助します。 

 また、こども食堂や高齢者サロンなど、非営利団体が地域まちづくり活動の場として活用す

るための改修工事等の費用の一部を補助します。 

※空き家の耐震性が不足している場合、耐震改修が必要です。(耐震診断・耐震改修への補助もあります） 

【問合せ先】各区の空き家相談窓口 または 

大阪市都市整備局耐震・密集市街地整備受付窓口 

（大阪市立住まい情報センター 4 階）☎06-6882-7053 

 

２ 耐震診断・耐震改修・解体※費補助（民間戸建住宅等の耐震診断・改修等補助制度） 

大阪市全域において、平成 12 年以前に建てられた戸建住宅等の耐震診断や耐震改修設計、

耐震改修工事、解体※工事の費用の一部を補助します。 

※耐震診断（申請者が自ら実施できる手法もあります）の結果、 

耐震性が不足すると判断された住宅に対する除却費補助です。 

【問合せ先】大阪市都市整備局耐震・密集市街地整備受付窓口 

（大阪市立住まい情報センター 4 階） ☎06-6882-7053 

 

３ 狭い道路に面した古い木造住宅の解体費補助（狭あい道路沿道老朽住宅除却促進制度） 

密集住宅市街地整備の対象地域（対策地区・重点対策地区）において、対策地区では、幅員

４ｍ未満の道路に面する昭和 25 年以前に建てられた木造住宅を、また重点対策地区では、幅

員 6ｍ未満の道路に面する昭和 56 年５月 31 日以前に建てられた木造住宅を解体する場合、

解体費用の一部を補助します。 

【問合せ先】大阪市都市整備局耐震・密集市街地整備受付窓口 

（大阪市立住まい情報センター 4 階）☎06-6882-7053 

 

「マップナビおおさか」で密集市街地整備に関する補助対象エリア（対策地区・重点対策地区）

を確認できます。 

①右の二次元コードからサイトを開く 

②「その他まちづくり」から「密集住宅市街地整備に関する情報」を選択 

③住所を検索 

④凡例で種別を確認 

令和８年 10月 

令和８年度より、 

補助の内容を一部 

拡充しました！ 

 



４ 金融機関との連携協定に基づくローンの金利引下げ制度 

大阪市が締結している連携協定により、次の金融機関では大阪市内の物件(空き家)を対象に

以下のローンを借り入れされる方に対して金利の引下げを実施しています。 

※審査の結果、ご希望に沿えない場合もあります。 

 
＜りそな銀行＞ 

●りそな空き家専用ローン 

空き家の解体費用やリフォーム、空き家を購入する場合の資金等に 

ご利用できるローン【店頭金利から年1.7％金利引下げ】 

【申込先】りそな銀行の専用申込フォームからエントリーコードを入力して 

お申し込みいただけます。くわしくはホームページをご確認ください。 

 

＜池田泉州銀行＞ 

●空き家対策応援ローン 

空き家の解体費用、解体後に土地を再利用（駐車場等）する場合等に 

ご利用できるローン【店頭金利から年1.7％金利引下げ】 

●リバースモーゲージ幸せ百年（住宅プラン） 

空き家をリフォームまたは建て替えて、居住を継続する場合等にご利用 

できる住宅ローン【店頭金利から年0.1％金利引下げ】 

【問合せ先】池田泉州銀行の大阪市内各支店 

※ 一部の店舗ではローンのお手続きができません。 

くわしくは https://www.areamarker.com/sihd0161/top をご確認ください。 

 

空き家の発生を抑制するための特例措置（空き家の譲渡所得の 3,000 万円特別控除） 

被相続人のお住まい（空き家）を相続した相続人が、その家屋又は敷地の譲渡にあたり一定の 

要件を満たした場合、その譲渡所得の金額から 3,000 万円まで特別控除を受けることができます。 

 ※ 特別控除を受けるための要件等の詳細はホームページをご確認ください。 

【制度に関する問合せ先】 

本特例措置の適用の可否等については、管轄の各税務署へお問合せください。 

【被相続人居住用家屋等確認書に関する問合せ先・申請先】  

 対象となる譲渡物件の所在する区の空き家相談窓口へお問合せください。 

 

５ 各区の空き家相談窓口 

大阪市では、倒壊等の危険や衛生上有害、景観を損なっているなど、放置することが不適切

な状態にあると認められる特定空家等の対策を早急に進めるため、各区役所に相談窓口を設け

ています。 

空き家に関するご相談は、各区役所の担当部署にお電話をいただくか、 

窓口までお越しください。 

１～３の補助制度と併用して

利用することができます。 

https://www.areamarker.com/sihd0161/top

